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目標値 １５年度 １６年度

当初見込み
利用者数

下表を参照

1,000世帯 １，８５７世帯 ６２３世帯（６２％）

10万人（対
平成14年
度比） ３７，５２９人 ２４，２４１人

事業名 １６年度

４６４百万円

（交付決定数　１６件）

１０６百万円

（交付決定数　１３件）

２，０３２百万円

（交付決定数　６５件）

民放テレ
ビ・ラジオ
放送難視
聴解消施
設整備事
業

民放テレビを１波も良好に受信できない地域
（難視聴地域）、民放中波ラジオ放送が良好
に受信できない地域、及び原因となる建造
物の特定が困難なテレビジョン放送の受信
障害が発生している地域において、その解
消を図るための中継施設や共同受信施設を
整備する市町村等に対して、所用経費の一
部を補助

移動通信
用鉄塔施
設整備事
業

携帯電話の利用可能な地域を拡大し、地域
間の情報通信格差是正を図るため、過疎地
等において、市町村が移動通信用鉄塔施設
を整備する場合、国がその設置経費の一部
を補助する。

１，８００百万円 １，６５１百万円

（交付決定数　５９件） （交付決定数　５５件）

１７年度

１７年度

難視聴解消世帯数

交流施設
の整備等
に関する
補助事業

過疎地域の自立促進・活性化のために交流
施設等の整備を図る

（交付決定数　２０件） （交付決定数　１３件）

４８９百万円 ４４１百万円

１４９百万円

（交付決定数　１１件）

１０２百万円

（施策30） 過疎地域の自立促進 担当部局名

１５年度

主な指標等 目標年度

概　　　　要

４０９世帯

２５，７８３人

予算執行を主
とするもの

（交付決定数　３２件）

１７年度

施策名

施策の概要

主な指標の状況

　活力、個性、魅力にあふれる地域づくりのために、過疎地域市町村においては、住民生活の基本的な部分にお
いて未だ残されている格差是正を図る必要がある一方で、「多様で美しく風格ある国づくりへの寄与」という新たな
役割を果たしていくことが求められており、過疎地域市町村及び関係都道府県では、平成１２年３月に１０年間の時
限立法として制定された過疎地域自立促進特別措置法に基づいて、国の支援制度を活用しながら、過疎地域の自
立促進・活性化を図っている。
　定住促進団地の整備戸数や交流施設の整備数・利用者数は、過疎地域の自立促進・活性化のために、定住者
の確保や地域振興等の期待される効果が得られたかどうかについて総合的に判断する場合の指標として定めて
いる。
　また、各種調査業務の実施及びシンポジウム、各種会議の開催により、地方公共団体への情報提供や啓発が進
展すると考えられるため、当該業務の達成状況を示す指標とするものである。

自治行政局
　過疎対策室
情報通信政策局
　地上放送課
総合通信基盤局
　電波部移動通信課

１７年度

過疎地域において新たに携帯電
話が利用可能となった人口数

毎年度補助事業により整備した交流施
設の利用者数

12 13 14 15 16

北海道壮瞥町
スポーツレクリエー
ション施設

5,244 5,650 11,247 4,660 Ｈ14供用開始

岩手県一戸町 教育文化施設 6,270 6,792 6,112 8,740 Ｈ14供用開始

長野県信州新町 宿泊施設 4,927 4,277 3,784 2,862 4,580 Ｈ13供用開始

京都府南丹市
（旧美山町）

宿泊施設 8,256 11,580 9,443 9,786 3,000 Ｈ13供用開始

兵庫県豊岡市
（旧城崎町）

健康増進回復施設 307,200 357,719 360,176 353,700 301,537 133,400 Ｈ12供用開始

島根県飯南町
（旧頓原町）

スポーツレクリエー
ション施設

1,742 1,950 2,000 1,800 2,348 4,800 Ｈ11供用開始

島根県邑南町
（旧石見町）

資料展示施設 267 304 270 315 300 Ｈ13供用開始

島根県奥出雲町
（旧仁多町）

地域文化等体験施
設

982 1,177 1,033 1,093 730 Ｈ13供用開始

島根県江津市
（旧桜江町）

地域文化等体験施
設

356 2,250 Ｈ16供用開始

島根県浜田市
（旧金城町）

宿泊施設 547 726 1,016 Ｈ15供用開始

島根県浜田市
（旧三隅町）

地域文化等体験施
設

6,588 6,440 Ｈ16供用開始

徳島県三好市
（旧西祖谷山村）

宿泊施設 12,247 18,989 22,474 19,535 19,710 Ｈ13供用開始

佐賀県佐賀市
（旧三瀬村）

資料展示施設 400 188 898 753 150 Ｈ13供用開始

熊本県天草市
（旧牛深市）

宿泊施設 8,061 8,131 6,600 6,833 7,001 7,056 Ｈ11供用開始

熊本県天草市
（旧河浦町）

健康増進回復施設 131,335 131,589 122,436 114,370 102,913 120,580 Ｈ11供用開始

宮崎県西米良村 宿泊施設 943 1,669 Ｈ16供用開始

鹿児島県さつま町
（旧薩摩町）

交流施設 9,941 10,528 16,245 10,491 10,933 18,720 Ｈ12供用開始

岡山県新見市
（旧哲多町）

地域文化等体験施
設

1,913 4,080 1,240 3,080 Ｈ14供用開始

備考市町村名 施設の種類
当初見込み
利用者数

利用実績
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－

（交付決定数　件）

項目

該当なし

項目

過疎対
策に関
する調
査（17年
度目標6
本程度）

（課題等の状況）

平成１７年度は以下の６本の調査を行った。
①合併に伴う過疎地域支援のあり方に関する調査
②「都市と農山漁村の共生・対流」モデル調査・モニター調査
③過疎地域・都市間における自治体間交流に関する調査
④過疎地域における地域の逸品発掘調査
⑤地域振興法制度のあり方に関する基礎調査
⑥後期過疎地域自立促進市町村計画等のデータベース化調査

無線シス
テム普及
支援事業

予

１．交流施設については、各市町村の「過疎地域自立促進計画」に基づいて着実に整備が進
められ、それぞれ定住促進や都市との交流促進に寄与しており、今後も引き続き、同事業が
必要と考えられる。
２．平成１５～１７年度に総務省過疎対策室において現地調査を行った交流施設については、
当初見込み利用者数上回る利用実績も見られ、施設の整備により、交流人口が拡大するなど
の成果が上がっている。一方、当初見込み利用者数を下回る実績の施設も見られるので、よ
り一層の集客が必要である。
３．「都市と農山漁村の共生・対流」が提起されており過疎地域において都市との交流は、経
済的、社会的、文化的な面で大きな効果をもたらすものとなっているため、引き続き予算措置
を講ずる必要がある.

全国シン
ポジウム
その他
の各種
会議の
開催（17
年度目
標7回程
度）

シンポジウム、会議を併せて７回行った。

制 事

２，９４６百万円

概　　　　　　　　　　要

電波の有効利用に資することとなる有線伝
送路の整備を通じ、携帯電話等の無線シス
テムの普及を支援することにより、無線シス
テムの利用可能な地域の拡大を図る場合、
当該伝送路を整備し、貸与する公益法人に
対して、国がその整備費用の一部を補助す
る。

予

　(業務改善への取組状況）
・交流施設の整備等に関する補助事業の照会時期の前倒し
・補助事業の照会様式の変更

本施策に関する
課題等の状況

（交付決定数　７７件）

目標の達成状況の分析に活用
平成１６年度過疎問題懇談会（座長　阿部　統　東京工業大学名誉教授　ほか構成員９名）において過疎地域の自
立促進に関する総合的かつ基本的な施策のあり方について議論が行われており、その中で過疎地域の持ってい
る財産を都市の人に理解してもらうには、交流が有効であること等の意見が出されており、この意見を目標の達成
状況の評価に反映した。

①過疎対策の現況（過疎地域の状況及び国・地方公共団体による各種過疎対策等について取りまとめた資料）
概要版ＨＰアドレス　http://www.soumu.go.jp/c-gyousei/2001/kaso/note
②民放テレビ・ラジオ放送難視聴等解消施設整備事業のパンフレット
③「携帯電話サービスにおけるエリア整備の在り方について」（平成１５年３月）
ＨＰアドレス：http://www.soumu.go.jp/s-news/2003/030310_2.html

制度の企画･
運用を主とす
るもの

情報提供等を
主とするもの､
その他

制 事

予 制 事

概　　　　　　　　　　要

本施策に関する
専門家の意見等

本施策に関する
主な資料

施
策
の
主
な
実
施
手
段
の
状
況

－

（交付決定数　件）


